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1. はじめに

2004年新潟県中越地震では，1995年兵庫県南部地震

以来となる震度 7が観測された他，震度 6弱以上の余震

が本震後 2時間で 3度記録された．この地震により多数

の被害が報告されているが，道路被害に限定しても，土

工部の大規模の陥没，のり面崩壊などの被害が多数報

告されている．道路被害による交通障害は地震後の復

旧・救援活動の妨げとなるため，事前の耐震化などの適

切な地震対策を講じる必要がある．

一方，東海地域においては，東海地震などの海溝型巨

大地震発生が以前より指摘されている．当該地震発生

により広い地域で高震度となることが予測されるため，

被害の甚大さとその広域性が指摘されている．さらに，

東海地域で整備されている高速道路網は他の地域より

も比較的建築年代が古く，土工区間が多いことから，土

工部の耐震性能を検討しておく必要がある．

本報では，2004 年新潟県中越地震の高速道路被害の

収集・分析に基づいて高速道路盛土の被害関数を検討し

た結果について報告する．

2. 被災データの整備と計測震度の推定

2.1 被災データの概要

ここでは，関越自動車道の小出～長岡間 (31.8km) の

被災データ 1) を基に，被害関数のモデル化に必要な

データ整備を行った．

被災データの一部を図 1 に示す．これらのデータは，

図 1 被災データ集計表 (一部)
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道路構造 (橋梁，トンネル，盛土，切土など)，震度，地

質区分，ボーリング資料が 50m 単位でまとめられてお

り，土工部については損傷別の被害や，一部区間では路

面復旧延長が整理されている．

これらのデータを基に盛土土工部の被害データをま

とめ，1km単位の被害箇所数として集計した．さらに，

図 1の被災データでは損傷の状態に応じて 7区分 (崩落/

沈下陥没/はらみ/亀裂/肌落ち/小段シール/その他)され

ているが，被災程度の大きな崩落・沈下陥没に着目して

集計することとした．なお，被害箇所には被害規模の大

小が考慮されておらず，また，点検者による被害判別基

準も異なる事が考えられる．そこで被害関数作成の際

には，3.で後述する被災面積を考慮することとした．

2.2 ボーリング資料に基づいた計測震度の推定

路線沿いの計測震度情報は，気象庁推計震度分布図 2)

とボーリング資料より推定することとした．推計震度

分布は約 1kmメッシュ単位の震度階で表されているが，

ボーリング資料より算出した地盤の軟弱さ指標 Sn 値 3)

を用いて，路線上の相対的な計測震度の違いを算定す

ることとした．Sn 値は地表から 20m程度の地盤の軟弱

さを連続量で表す指標で，N 値分布より次式で求めら

れる．

Sn = 0.264

Z ds

0

e−0.04N(x)−0.14xdx− 0.885 (1)

ここに，N(x)は深さ x(m)における N 値，dsは地盤資

料の深さ (m)である．
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式 (1) より算出される Sn 値を用いた最大加速度の補

正係数が Kameda et al.3) より提案されており，この補

正係数に基づいて計測震度の増幅度を求めた．Sn 値に

よる計測震度の増幅度∆Iiは，次式より求めることがで

きる． (
∆Ii = 0.64Sn (Sn < 0.6)

∆Ii = 0.386 (0.6≦ Sn≦ 1.0)
(2)

式 (2)より同一震度階の区間内における地点 iの計測

震度増幅度∆Iiを算出し，その平均値∆I0がその区間に

おける震度を表すと仮定した．すなわち，地点 iの計測

震度は∆I0と∆Iiの差として算出できるため，区間内の

平均震度 Iを用いて，地点 iの計測震度 Ii は次式より推

定した．

Ii = I + (∆Ii −∆I0) (3)

なお，平均震度 I は震度階の中央値 (震度 6弱，6強，7

でそれぞれ 5.75,6.25,6.75)を与えることとした．

式 (3)より推定した計測震度と 2.1の被災データをま

とめた結果を図 2に示す．図中の実線は，3.でモデル化

した被害関数である．

3. 高速道路盛土の被害関数のモデル化

図 2 に示した被災データより被害関数のモデル化を

行う．モデル化に用いる被害データは，2.2で述べた計

測震度が算出された区間のデータのみを扱うこととし，

ボーリング資料が不明で計測震度を算出できない区間

のデータは除外した．さらに，掘進長の短いボーリング

資料より算出した Sn 値では地盤の軟弱さを適正に評価

できないため，掘進長が 11m 以下のデータも除外する

こととした．

前述のように，被災データには個々の被害箇所の規

模が示されていないため，被災面積調査結果 1) より

50m 区間あたりの被害箇所数を設定することとした．

被害箇所数と被災面積を図 3 に示す．図に示すように

被害箇所数と被害面積に大きなばらつきがあり，沈下

陥没被害の被災面積は比較的小さい傾向が確認でき

る．そこで平均的な被害面積は崩落被害面積の平均

値 (図に示す 255m2) と設定し，50m 区間の道路面積

(23.5m×50m=1175m2) を考慮して，道路機能が完全に

図 2 盛土部の被害箇所数と作成した被害関数

失われる 50m あたりの被害箇所数を 2 箇所，すなわち

1kmあたりの被害の上限を 40カ所と設定した．

以上の検討を踏まえて，高速道路盛土の被害関数を

モデル化した．モデル化には，図 1 に示した計測震度

5.5～7.0の範囲の被災データを用いた．なお，計測震度

6.5以上の被害にはばらつきが見られるが，ここでは被

害の上限 (40箇所/1km)を与えることとした．これに加

え，新潟県中越地震復旧・復興GISプロジェクト 4)より震

度 5強では道路被害が無いことを踏まえて計測震度 5.0

～5.5の被害は 0を与えた．モデル化した被害関数を式

(4)に示す．モデル化には二項ロジットモデルを用いた．

y =
40

1 + exp (55.40− 8.80I) (4)

ここに，yは 1kmあたりの被害箇所数，I は計測震度で

ある．

4. おわりに

本報では，2004 年新潟県中越地震の高速道路土工部

の被災データに基づいた高速道路盛土の被害関数作成

を目的に，詳細な計測震度の推定と，被害データ整備を

行った．しかし，モデル化に用いた被害データが震度 6

弱～7の範囲であり，データ数も少ないことから，被害

傾向が偏っている可能性が考えられる．一方，切土部に

ついても同様に被災データを整理して被害関数のモデ

ル化を試みたが，盛土部よりもデータサンプル数が少

なく，被害関数をモデル化するには至らなかった．これ

らの問題点はより多くの被災データを収集し，再検討

することで今後改善できると考えられる．
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図 3 被災面積と被害箇所数の比較

土木学会第61回年次学術講演会（平成18年9月）

-736-

3-370


